建物賃貸借契約書

(　居　住　用　)
賃貸人     （以下、甲という）と、賃借人     （以下、乙という）とは、

次のとおり建物賃貸借契約（以下、本契約という）を締結する。

Ⅰ．標記

（1）賃貸借の目的物　　　　　　　　　　　　　＊該当項目を「□」内の「×」印で示しています。
	貸　主（甲）
	     
	借　主（乙）
	     

	所在（住居表示）
	     

	名　　称
	     
	     棟     階     号室

	種　　類
	 FORMCHECKBOX 
ｱﾊﾟｰﾄ FORMCHECKBOX 
ﾏﾝｼｮﾝ FORMCHECKBOX 
一戸建住宅

 FORMCHECKBOX 
他（     ）
	家屋番号
	     

	構　　造
	 FORMCHECKBOX 
木造 FORMCHECKBOX 
ﾌﾞﾛｯｸ造 FORMCHECKBOX 
鉄骨造 FORMCHECKBOX 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 FORMCHECKBOX 
鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 FORMCHECKBOX 
（     ）

地下(     )階､地上(     )階建

	屋　　根
	 FORMCHECKBOX 
瓦茸 FORMCHECKBOX 
石綿スレート茸 FORMCHECKBOX 
鋼板茸 FORMCHECKBOX 
銅板茸 FORMCHECKBOX 
陸屋根 FORMCHECKBOX 
他（     ）

	面　　積
	     ㎡
	ﾊﾞﾙｺﾆｰ面積
	     ㎡
	     ㎡（専用庭面積）

	間　　取
	部屋数（     ）
	 FORMCHECKBOX 
ﾜﾝﾙｰﾑ ･  FORMCHECKBOX 
K ･  FORMCHECKBOX 
DK ･  FORMCHECKBOX 
LK ･  FORMCHECKBOX 
LDK ･  FORMCHECKBOX 
SK ･  FORMCHECKBOX 
SDK 

 FORMCHECKBOX 
SLK ･  FORMCHECKBOX 
SLDK ･ (     )


（2）賃貸借契約期間

	令和     年     月     日より令和     年     月     日迄
	     年     ヶ月


（3）借賃以外の金銭等
	敷　　　金
	     円
	権　利　金
	     円

	礼　　　金
	
	更　新　料
	新賃料の     ケ月分

	仲介手数料
	     円
	
	     円

	     
	     円
	     
	     円


（4）賃料、共益費、その他　　　　　　　　　　＊該当項目を「□」内の「×」印で示しています。

	賃料等の月極金額
	賃　　料
	     円
	共益費（管理費）
	     円

	
	駐車料金
	１台目
	     円
	町内会費
	     円

	
	
	２台目
	     円
	有線放送
	     円

	その他
	保険料（     年間）
	     円
	ケーブルテレビ
	     円

	     
	     
	     円
	     
	     円

	駐車場番号
	№      
	車種・車両番号
	     
	     

	駐車場番号
	№      
	車種・車両番号
	     
	     

	支払期日
	上記の家賃等は、毎月末日までに翌月分を下記の方法により支払うものとする。ただし、

振込み費用等は乙の負担とする。

	支払方法
	 FORMCHECKBOX 
銀行振込　　 FORMCHECKBOX 
自動引落　　 FORMCHECKBOX 
甲へ持参　　 FORMCHECKBOX 
（     ）

	振込先
	     銀行
	     支店
	預金種目（ FORMCHECKBOX 
普通・ FORMCHECKBOX 
当座）

	
	フリガナ
	     
	口座番号

	
	受取名義人
	     
	     


（5）入　居　者

	入居者一覧表
	続柄
	氏　　名
	年令
	勤務先又は学校名
	連絡先電話

	
	本人
	     
	     
	     
	     

	
	     
	     
	     
	     
	     

	
	     
	     
	     
	     
	     

	
	     
	     
	     
	     
	     

	
	     
	     
	     
	     
	     

	
	     
	     
	     
	     
	     

	
	合　計
	     名
	備考
	     


（緊急連絡先）

	住　所
	〒     
     
	借主との関係

	氏　名
	 　     
	 TEL     （     ）     
	      


Ⅱ．契約条項

第 1 条 （契約の締結）　
貸主（以下「甲」という。）及び借主（以下「乙」という。）は、標記(１)に記載する賃貸借の目的物件（以下「本物件」という。）について、以下の条項により賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結した。

第 2 条 （契約期間及び更新）

1. 賃貸借期間は、標記(2)のとおりとする。
2. 甲及び乙は協議のうえ本契約を更新することができる。

3. 甲は乙から契約期間満了の１ヶ月前までに、本契約の存続に関し書面による何らの申し出がない場合は、当該期間の満了の翌日より起算してさらに期間・賃料等について同一条件にて本契約は合意更新されたものとする。
4. 本契約が更新される場合には乙は甲に対し標記(3)の更新料を支払わなければならない。

第 3 条 （使用目的）

乙は、居住のみを目的として本物件を使用しなければならない。

第 4 条 （賃　料）
1. 乙は、標記(4)の記載に従い、賃料を甲に支払わなければならない。

2. １か月に満たない期間の賃料は、１ヶ月を30日として日割計算した額とする。

3. 甲及び乙は、次の各号の一に該当する場合には、協議の上、賃料を改定することができる。

(1) 土地又は建物に対する租税その他の負担の増減により賃料が不相当となった場合。
(2) 土地又は建物の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により賃料並が不相当となった場合。

(3) 近傍同種の建物に比較して賃料が不相当となった場合。
第 5 条 （管理・共益費）

1. 乙は、管理・共益費及び付属施設料ならびに雑費（以下「管理・共益費」という。）に充てるため、共益費を甲に支払うものとする。

2. 前項の共益費は、標記(4)の記載に従い、支払わなければならない。

3. １か月に満たない期間の共益費は、１ヶ月を30日として日割計算した額とする。

4. 甲及び乙は、維持管理費の増減により共益費が不相当となったときは、協議の上、共益費を改定することができる。
第 6 条 （駐車場）

1. 乙は、本物件に付属する駐車場を使用する場合、標記(4)の駐車料金を支払い、甲又は管理人の指定する区画に駐車しなければならない。

2. 駐車場内における盗難、事故、無断駐車等については甲及び管理人は一切その責任を負わないものとする。

3. 本契約の解約と同時に駐車場も引き渡しするものとする。

第 7 条 （敷金）

1. 乙は、本契約から生じる債務の担保として、標記(３)に記載する敷金を甲に預け入れるものとする。

2. 乙は、本物件を明渡すまでの間、敷金をもって賃料、共益費その他の債務と相殺することはできない。

3. 甲は、本物件の明渡しがあったときは、遅滞なく、敷金の全額を無利息で乙に返還しなければならない。ただし、甲は、本物件の明渡し時に、賃料の滞納、原状回復に要する費用の未払いその他の本契約から生じる乙の債務の不履行が存在する場合には、当該債務の額を敷金から差し引くことができる。

4. 前項但し書きの場合、甲は、敷金から差し引く債務の額の内訳を乙に明示しなければならない。

第 8 条 （反社会的勢力の排除）

貸主（甲）及び借主（乙）は、それぞれ相手方に対し、次に各号の事項を確約する。

(1) 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者またはその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。

(2) 自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと。
(3) 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。
(4) 自らまたは第三者を利用して、次の行為をしないこと。
ア　相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為
イ　偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為
第 9 条 （禁止又は使用の制限）

1. 乙は本物件を標記の用途の目的のみに使用しなければならない。

2. 乙は標記（５）の入居者以外の者を居住させてはならない。

3. 乙は甲の書面による承諾を得ることなく本物件の全部または一部につき賃借権を譲渡しまたは転貸してはならない。

4. 乙は本物件の使用にあたり、次に揚げる行為を行ってはならない。

1 本物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供すること。
2 本物件または本物件の周辺において、著しく粗野若しくは乱暴な言動を行い、または威勢を示すことにより、付近の住民または通行人に不安を覚えさせること。

3 本物件に反社会的勢力を居住させ、または反復継続して反社会的勢力を出入りさせること。

5. 乙は甲の書面による承諾を得ることなく本物件の増築・改築・移転・もしくは模様替えまたは本物件の敷地内における工作物の設置を行ってはならない。
6. 乙は本物件において危険な行為・騒音・悪臭の発生その他近隣の迷惑及び共同生活を乱す行為衛生上有害となる行為ならびに損害を及ぼす行為等をしてはならない。

7. 乙は、本物件の使用にあたり、別表第１に揚げる行為を行ってはいけない。

8. 乙は、本物件の使用にあたり、甲の書面による承諾を得ることなく、別表第２に揚げる行為を行ってはならない。

9. 乙は、本物件の使用にあたり、別表第３に揚げる行為を行う場合には、甲に通知しなければならない。

第 10 条 （修繕）

1. 甲は、別表第４に揚げる修繕を除き、乙が本物件を使用するために必要な修繕を行わなければならない。この場合において、乙の故意または過失により必要となった修繕に要する費用は、乙が負担しなければならない。

2. 前項の規定に基づき甲が修繕を行う場合は、甲は、あらかじめ、その旨を乙に通知しなければならない。この場合において、乙は、正当な理由がある場合を除き、当該修繕の実施を拒否することができない。

3. 乙は、甲の承諾を得ることなく、別表第４に揚げる修繕を自らの負担において行うことができる。

第 11 条 （契約の解除）

1. 甲は乙において次のいずれかの事由が生じた場合、相当の期間を定めてその履行等を催告したうえで本契約を解除することができる。
1 賃料・管理・共益費等を２ヶ月以上支払わなかった場合
2 乙が本契約に違反した場合

2. 入居の申込みをする際の内容について虚偽の申し出をしたと認められた場合

3. 甲は乙において本物件を使用するにあたり次のいずれかの事由が生じた場合、なんらの催告を要せず即時本契約を解除することができる。

1 乙またはその同居人の行為が本物件の共同生活の秩序を乱すものまたは近隣に著しく迷惑をかけるものと認められた場合
2 乙またはその同居人に覚醒剤・売春など警察の介入を生じさせる行為があった場合
3 乙が甲へのなんらの通知なしに１ヶ月以上の長期にわたり所在不明となった場合
4 乙が第９条第４項に揚げる行為を行った場合

4. 甲または乙の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告も要せずして本契約を解除することができる。

1 第８条の確約に反する事実が判明したとき
2 契約締結後に自らまたは役員が反社会的勢力に該当したとき

5. 本契約は天災・地変・火災などにより本物件を通常の用に供することができなくなった場合、または将来都市計画等により本物件が収用または使用を制限され賃貸借契約を継続することができなくなった場合には当然に消滅する。

第 12 条 （中途解約）

1. 乙は何らの事由がなくても１ヵ月以上前の予告期間をもって甲に対し書面で解約を申し入れることができる。この場合、予告期間の満了と同時に本契約は終了する。
2. 前項の規定にかかわらず、乙は１ヵ月分の賃料相当額を甲に支払うことにより即時に本契約を解約することができる。
第 13 条 （明渡し）

1. 乙は明渡日を事前に甲または甲指定の管理人あてに通知し立会日を協議したうえ本契約が終了するまでに本物件を明渡さなければならない。ただし第11条の規定にもとづき本契約が解除された場合は直ちに本物件を明渡さなければならない。
2. 乙は前項の規定において通常の使用にともない生じた本物件の損耗を除き乙の費用負担で本物件を原状回復しなければならない。

3. 前項の規定にかかわらず乙が任意に原状回復をしない場合には甲は乙の費用負担のもとに原状回復をすることができる。この場合に甲は原状回復工事費用等の内訳を乙に明示するものとする。

4. 本物件の損害または損耗のうち乙の故意または過失によるのかあるいは通常の使用により生じたものかが判明しない場合の原状回復については、乙の本物件居住年数にもとづく負担割合で乙が費用負担するものとする。
5. 乙は本物件の明渡に際しては、残存物をすべて処理し室内の清掃・公共料金等の精算を済ませたうえ鍵等貸与されたものを返還するものとする。

6. 乙は甲に対して甲の同意を得て付加または買いうけた造作について買い取りの請求を行わないものとする。
第 14 条 （立ち入り等）

1. 甲は、本物件の防火、本物件の構造の保全その他の本物件の管理上特に必要があるときは、あらかじめ乙の承諾を得て、本物件内に立ち入ることができる。

2. 乙は、正当な理由がある場合を除き、前項の規定に基づく甲の立入りを拒否することはできない。

3. 本契約終了後において本物件を賃借しようとする者又は本物件を譲り受けようとする者が下見をするときは、甲及び下見をする者は、あらかじめ乙の承諾を得て、本物件に立ち入ることができる。

4. 甲は、火災による延焼を防止する必要がある場合その他の緊急の必要がある場合においては、あらかじめ乙の承諾を得ることなく、本物件内に立ち入ることができる。この場合において、甲は、乙の不在時に立ち入ったときは、立入り後その旨を乙に通知しなければならない。

第 15 条 （連帯保証人）

連帯保証人は、乙と連帯して、本契約から生じる乙の債務を負担するものとする。

第 16 条 （協議）

甲及び乙は、本物件に定めがない事項及び本契約書の条項の解釈について疑義が生じた場合は、民法その他法令および慣行に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。

第 17 条 （特約事項）

本契約の特約については、下記のとおりとする。

	     


別表第１　（第9条第7項関係）

	一　鉄砲、刀剣類又は爆発性、発火性を有する危険な物品等を製造又は保管すること。

	二　大型の金庫その他の重量の大きな物品等を搬入し、又は備え付けること。

	三　排水管を腐食させるおそれのある液体を流すこと。

	四　大音量でテレビ、ステレオ等の操作、ピアノ等の演奏を行なうこと。

	五　猛獣、毒蛇等の明らかに近隣に迷惑をかける動物を飼育すること。


　　　　


別表第２　（第9条第8項関係）

	一　階段、廊下等の共用部分に物品を置くこと。

	二　階段、廊下等の共用部分に看板、ポスター等の広告物を掲示すること。

	三　観賞用の小鳥、魚等であって明らかに近隣に迷惑をかけるおそれのない動物以外の犬、猫等の動物（別表第１第五号に揚げる動物を除く。）を飼育すること。



　
　
　
　


別表第３　（第9条第9項関係）

	一　標記（５）に記載する同居人に新たな同居人を追加（出生を除く。）すること。

	二　１ヶ月以上継続して本物件を留守にすること。


　
　
　


別表第４　（第10条関係）

	畳表の取替え、裏返し

	障子紙の張替え

	襖紙の張替え

	電球、蛍光灯の取替え

	ヒューズの取替え

	給水栓の取替え

	排水栓の取替え

	その他費用が軽微な修繕



　　
　　
　　
　　
　　
　　　
　　
　　

令和     年     月     日

甲（賃貸人）　住　所

　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　（TEL　　　（　　　　）　　　　　）

[image: image1.png]



乙（賃借人）　住　所

　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　（TEL　　　（　　　　）　　　　　）


連帯保証人　　住　所

　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　（TEL　　　（　　　　）　　　　　）


勤務先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL　　　（　　　　）　　　　　）

乙との関係


連帯保証人　　住　所

　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　（TEL　　　（　　　　）　　　　　）


勤務先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL　　　（　　　　）　　　　　）

乙との関係


	 eq \o\ad(仲介業者,　　　　　　)
	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　)
	     

	
	住　　　　所
	     

	
	名称又は商号
	     
	㊞

	
	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
	     
	

	
	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　)
	     

	宅地建物取引士
	氏　　　　名
	     
	㊞

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　　)
	     
	



	 eq \o\ad(仲介業者,　　　　　　)
	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　)
	     

	
	住　　　　所
	     

	
	名称又は商号
	     
	㊞

	
	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
	     
	

	
	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　)
	     

	宅地建物取引士
	氏　　　　名
	     
	㊞

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　　)
	     
	



	 eq \o\ad(仲介業者,　　　　　　)
	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　)
	     

	
	住　　　　所
	     

	
	名称又は商号
	     
	㊞

	
	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
	     
	

	
	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　)
	     

	宅地建物取引士
	氏　　　　名
	     
	㊞

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　　)
	     
	



	 eq \o\ad(仲介業者,　　　　　　)
	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　)
	     

	
	住　　　　所
	     

	
	名称又は商号
	     
	㊞

	
	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
	     
	

	
	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　)
	     

	宅地建物取引士
	氏　　　　名
	     
	㊞

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　　)
	     
	



令和     年     月     日

（賃貸人または管理者）

     殿

（物件名称）     （      階     号室）

（賃借人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　


　

鍵等預り証

　本日、本物件の鍵等を確かにお預かりいたしました。

　これらの鍵等は、善良なる管理責任をもって保管し、かつ使用することとします。

　万一紛失または破損した場合は、直ちに貴殿に連絡し、貴殿が新たに取替えた鍵等の交付を受ける

ものとします。

　この場合、新たに鍵等の取替えに要した費用は、私の負担となることに異存はありません。

　本物件の明け渡しの際、お預かりした全ての鍵等（複製した鍵等があれば、それも含む）を貴殿に

ご返却いたします。

	鍵の種類
	個　数
	鍵の番号

	     
	     
	     

	     
	     
	     

	     
	     
	     

	     
	     
	     

	     
	     
	     

	     
	     
	     


解約通知書

通知年月日　　　　　年　　　月　　　日

（賃貸人または管理者）

     殿

物　件　名     （     階     号室）

賃借人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　（TEL　　　　　　（　　　）　　　　　　　　）

　　賃借人      は、建物賃貸借契約を解約し、     年     月     日に明け渡すことを通知し、

確実に履行することを確約致します。万一明渡しが遅延することがあれば、理由の如何を問わず、私

の遅延によって発生した損害は賠償致します。

※ 必ず、下欄の必要事項をご記入下さい。

	明渡後連絡先
	住所　     

	
	TEL　     　　　

	預託保証金等
返戻金振込先
	（フリガナ）
宛　先　名
	     

	
	金融機関名
	　　　　     　　銀行　　　     　　支店

	
	 eq \o\ad(口座番号,　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
普通・ FORMCHECKBOX 
当座　　No．（　     　　　　　　　　　　　）


キリトリセン

解約通知連絡先

	賃貸人
または

管理者
	住　所      
氏　名      
 eq \o\ad(TEL,　　　)      


（注1）この通知書は、明渡し     ヶ月以上前に提出して下さい。

（注2）引越先未定の場合は、確定後で結構ですが、必ずお知らせ下さい。

（注3）物件内に所有物を残置されると、返還金の清算事務が遅れます。


建 物 賃 貸 借 契 約 書

（居　住　用）

令和     年     月     日

	     
	様



公益社団法人　全日本不動産協会　香川県本部

正会員     
